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解体工事業の登録の手引き 
 

令 和 ７ 年 ２ 月 改 訂 

  宮城県土木部事業管理課 

 

 

解体工事業を営もうとする場合、当該業を行おうとする区域（工事を施工する区

域）を管轄する都道府県知事の登録を受けなければなりません。 

ただし、建設業許可（土木工事業、建築工事業、解体工事業（※）の３種類のいず

れか）を有している場合は、登録の必要はありません。 

 

 

 

     

目 次 

第１部 解体工事業登録の概要 

１ 解体工事業の登録とは    ・・・・・・・・１頁 

２ 登録の有効期間     ・・・・・・・・・・２頁 

３ 登録のための要件     ・・・・・・・・・２頁 

４ 登録の手続き      ・・・・・・・・・・４頁 

５ 登録を受けたあとは    ・・・・・・・・・７頁 

６ 変更届の提出     ・・・・・・・・・・・８頁 

７ 登録の更新      ・・・・・・・・・・・９頁 

８ 廃業等の届出        ・・・・・・・・９頁 

９ 建設業許可を取得した場合     ・・・・・９頁 

 

第２部 記載例と記載要領       ・・・・・・・１０頁 

 

 

 

※  登録申請を行う場合は、事業管理課建設業振興・指導班に直接持参してください。 

 
 
 
 
 



- 1 - 
 

第１部 解体工事業登録の概要 

 

１ 解体工事業の登録とは 

解体工事業を営もうとする場合、当該業を行おうとする区域（工事を施工する区域）

を管轄する都道府県知事の登録を受けなければなりません（建設工事に係る資材の再資

源化等に関する法律（以下、「法」という。）第 21 条第１項）。したがって、複数の

都道府県で解体工事を行う場合には、当該工事を行うそれぞれの都道府県知事の登録を

受ける必要があります。 

なお、建設業許可（土木工事業、建築工事業、解体工事業（※）の３種類のいずれか）

を有している場合は、登録の必要はありません。 

 

 

・「解体工事」とは：建築物その他の工作物（以下、「建築物等」という。）の全部又は

一部を解体する建設工事 

・「解体工事業」とは：建設業のうち建築物等を除去するための解体工事を請け負う営

業（解体工事部分は自ら施工せずに他の者に請け負わせる場合であっても、その建設

工事を請け負った者自身が「解体工事業を営む」ことになります。） 

 

 

【解体工事業登録の要否】 

解体工事業を営む

次の建設業の許可を有していますか？

・土木工事業（※１）

・建築工事業（※１）

・解体工事業（※２）

次の建設業の許可が必要です。
・土木工事業（※１）
・建築工事業（※１）
・解体工事業（※２）

解体工事業の登録が必要です

５００万円以上の解体工事を行う予定ですか？

解体工事業の登録は必要ありません。

現在取得している建設業の許可で解体

工事を施工することができます。

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ
（※１）元請として総合的な企画，指導，調整のもとに「土木工

事業」「建築工事業」として解体工事を行う場合。

（※２）上記（※１）以外で解体工事を行う場合。
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２ 登録の有効期間 

登録の有効期間は５年間です。 

引き続き解体工事業を営む場合、５年ごとに登録の更新が必要です。（P.9 参照） 

 

３ 登録のための要件 

解体工事業の登録を受けるためには、下記の要件が必要です。 

① 技術管理者を選任すること 

② 登録拒否事由に該当しないこと 

 

① 技術管理者 

技術管理者とは、解体工事現場における施工の技術上の管理をつかさどる者を言い

ます。解体工事業者は、解体工事を施工するときには、技術管理者に解体工事の施工

に従事する他の者の監督をさせなければなりません（法第 31 条、第 32 条）。技術管

理者になるためには、次の表Ⅰ、Ⅱのいずれかの基準に適合するものでなければなり

ません。技術管理者は、登録の際に複数名登録できます。 

 

Ⅰ．国家資格等を有する方（次のいずれかに該当する場合） 

資格・試験名 種      別 

建設業法による 

技術検定 

 

①１級建設機械施工 

②２級建設機械施工（種別「第１種」又は「第２種」に限る） 

③１級土木施工管理 

④２級土木施工管理（種別「土木」に限る） 

⑤１級建築施工管理 

⑥２級建築施工管理（種別「建築」又は「躯体」に限る） 

建築士法 

 

⑦１級建築士 

⑧２級建築士 

職業能力開発促進

法による技能検定 

⑨１級とび・とび工 

⑩２級とび 

（２級とびの技能検定合格後、解体工事に関する１年以上の実務経

験を有する者） 

⑪２級とび工 

（２級とび工の技能検定合格後、解体工事に関する１年以上の実務

経験を有する者） 

技術士法 ⑫技術士（２次試験のうち建設部門に合格した者に限る） 

国土交通大臣が指

定する試験（注） 

⑬解体工事施工技士 

 

(注)  国土交通大臣が指定する試験とは、（公社）全国解体工事業団体連合会が実施する解体工事 

施工技士試験。 
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Ⅱ．実務経験を有する方（次のいずれかに該当する場合） 

学  歴  等 
解体工事の実務経験年数 

通  常 講習(注２)受講者 

一定の学科(注１)を履修した大学・高専卒業者 ２年以上 １年以上 

一定の学科を履修した高校卒業者 ４年以上 ３年以上 

上記以外の場合 ８年以上 ７年以上 

(注１)  一定の学科とは、土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又は造園 

に関する学科を含む）、建築学、都市工学、衛生工学又は交通工学に関する学科。 

(注２)  講習とは、（公社）全国解体工事業団体連合会が実施する解体工事施工技術講習。  

 

② 登録拒否事由 

   登録申請書又はその添付書類の重要な事項について虚偽の記載があるとき、若しく

は重要な事実の記載が欠けているとき、又は下表のいずれかに該当するときには、解

体工事業の登録を受けることはできません（法第 24 条第１項）。 

 

１. 解体工事業の登録を取り消され、その処分のあった日から、２年を経過しない者 

２. 解体工事業の登録を取り消された法人において、その処分のあった日前30日以内にその

法人の役員であり、かつその処分のあった日から２年を経過しないもの 

３. 事業の停止を命ぜられ、その停止期間が経過しない者 

４. 法又は法に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

５．暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

６．解体工事業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で、その法定代理人が上

記１～５又は下記７のいずれかに該当するもの 

７. 法人の場合で、役員のうちに上記１～５のいずれかに該当する者があるもの 

８. 法第３１条に規定する者（技術管理者）を選任していない者 

９．上記５に該当する者その事業活動を支配する者 
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４ 登録の手続 

 

（１）登録手続の流れ 

申請から登録に至るまでの流れは、次のとおりです。 

 

 

                                        

                                       

 

                  申請書類提出 

 

                          

                          

                 登録拒否の通知 

                          

 

 

 

                  登録通知 

        （ｐ５のとおり） 

 

 

 

 

 

※標準処理期間（書類に不備等がない場合）：８日（土・日・祝日及び年末年始を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条件不備     

条件 OK 

 

申請書類 

添付書類 
の確認 

申請書類 

添付書類 
の準備 

解体工事業者 
として営業開始 

登録完了 

解体工事業登録申請者 宮城県知事（申請窓

解体工事業者 

登録簿に記載 
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（例） 

 

事 管 第 ○ ○ 号 

                          年号○年○月○日 

 

 

○○○○○ 殿 

 

 

                    宮城県知事 ○ ○ ○ ○  

 

 

解体工事業の登録について（通知） 

  年号○○年○月○日付けで申請のありましたこのことについては、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２３条

第１項の規定により、下記のとおり登録しました。 

 

記 

 登録番号   宮城県知事（登－○○）第○○号 

 登録年月日    年号○年○月○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）登録の更新申請を行う場合の書類提出期限：年号○年○月○日 

（この日が閉庁日の場合は、直前の開庁日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：土木部事業管理課 

    建設業振興・指導班 

電話：０２２－２１１－３１１６ 
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（２）提出書類（新規・更新） 

解体工事業の登録を受けるには、下記に示す申請書類を、知事に提出する必要があ

ります。 

 提出部数  ： ２部（正本及び副本（写し）（受付印を押印後返戻します）） 

【提出書類一覧（新規・更新）】 

 提 出 書 類 様  式 備     考 

１ 登録申請書 様式第１号 ・「申請者」欄及び「商号、名称又は氏名」欄に

は、個人の場合は氏名を、法人の場合は法人名

を書くこと 

・個人の場合で屋号がある場合は「営業所の名称

及び所在地」欄に書くこと 

２ 誓約書 様式第２号  登録申請者（法人の場合は役員全員、未成年者の 

場合は法定代理人（法人の場合は当該法人及びそ 

の役員））が登録拒否事由に該当しないことを誓 

約する書類 

３ 技術管理者(選任した技術管理者の資格を証するものとして、下記のうち該当するもの) 

 資格者証の写し ―  国家資格等を有する場合 

講習の受講証明書 ―  講習を受講した場合   

卒業証明書 ―  一定の学科を履修した学校を卒業した場合 

 実務経験証明書 様式第３号 解体工事に関する実務経験を有する場合 

４ 登録申請者の調書 

 

 

様式第４号 ・個人の場合は本人について作成 

・法人の場合は役員全員と法人自体について作成 

・申請者が未成年者の場合は法定代理人（法人の場

合はその役員）について作成 

５ 登記事項証明書 

（発行後３か月 

以内のもの） 

― ・法人の場合提出 

・申請者が未成年者の場合で法定代理人が法人の場

合提出 

６ 住民票抄本 

（発行後３か月 

 以内のもの） 

― ・個人の場合は本人と技術管理者のもの 

・法人の場合は役員全員と技術管理者のもの 

・申請者が未成年者の場合は法定代理人（法人の場

合はその役員）のもの 

※住民基本台帳ネットワークシステムの本人確

認情報の利用を希望されない場合に提出 

 

７ 委任状 ― ・行政書士等の方が代理申請する場合のみ提出 

・委任状（原本）の返還を希望する場合は、委任状 

（写し）を提出の上、委任状（原本）を提示願いま

す。 
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・ 各申請書類の記載方法は、「第２部 記載例と記載要領」を参照してください。 

・ 当該申請書類の他に確認書類を提出していただく場合があります。             

（３）申請手数料 

登録申請に必要な手数料は、下表のとおりです。 

      宮城県収入証紙または支払済証を登録申請書〔様式第１号〕の所定の位置に貼付

してください。 

新 規 ３３,０００円 

更 新 ２６,０００円 

納入方法は、宮城県収入証紙による納入と窓口でのキャッシュレス決済の２種類

です。キャッシュレス決済についての詳細は、県ＨＰを御確認ください。 

URL（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/cashless.html） 

 

（４）申請書類の提出先 

登録申請書類は下記のところへ直接持参してください。 

宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班 

〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町 3-8-1（県庁８階南側） 

電話：022-211-3116／ＦＡＸ：022-211-3292 

受付時間：午前９時～午前１１時３０分、午後１時～午後４時３０分 

５ 登録を受けたあとは 

① 標識の掲示 

解体工事業者は、営業所及び解体工事の現場ごとに、下記の標識を公衆の見えやす

いところに掲げなければなりません（法第 33 条）。 

別記様式第７号（第８条関係）            

 

 

               解 体 工 事 業 者 登 録 票 

商号、名称又は氏名  

法人である場合の 

代表者の氏名 
 

登録番号 宮城県知事（登－  ）第   号 

登録年月日 平 成   年   月   日 

技術管理者の氏名  

  

備 考 

   技術管理者の氏名は、解体工事現場に掲げる場合にあっては、当該現場に置かれる技術管理者の氏名とする。 

３５ｃｍ 以 上 

２
５
㎝ 

以
上 

 

② 帳簿の備付け等 

解体工事業者は、請け負った解体工事について１件ごとに帳簿を作成し、これを営

業所に備えておかなければなりません（法第 34 条）。帳簿には、解体工事の請負契約

書あるいはその写しを添付してください。帳簿はＣＤ－ＲＯＭ等の光学ディスクやＦ

Ｄ等の磁気ディスクで記録することも可能です。 

なお、この帳簿は、事業年度の最終日に閉鎖し、その後５年間保存しなければなり

ません。 
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別記様式第８号（第９条関係）       

                                                    

注文者 の氏名 又は 名称   

注 文者の 住所  

郵便 番号 （    ―     ）  

   

電話 番号（    ）    －      

施行場 所   

着 工年 月 日及び 竣工 年月日  
自      年   月   日  

至      年   月   日  

工 事請負 金額   

当 該工 事に係 る  

技術 管理者 の氏 名  
 

  

６ 変更届の提出 

登録期間中に登録事項に変更があった場合には、変更があった日から 30 日以内に変

更事項を知事に届け出る必要があります（法第 25 条第１項）。 

なお、変更事項に応じて、下記の添付書類が必要になります。 

 

・  提出書類  ： 変更届出書〔様式第６号〕 

・  提出部数  ： ２部（正本及び副本（写し）（受付印を押印後返戻します）） 

  ※郵送による提出の場合は、切手を貼付した返信用封筒を同封してください。 

【添付書類一覧】 

変更する登録事項 添 付 書 類 

 名称・氏名及び住所(個人)  ・住民票抄本（発行後３か月以内のもの） 

※住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報

の利用を希望されない場合に提出 

 商号・名称及び住所(法人) ・登記事項証明書（発行後３か月以内のもの） 

 営業所の名称及び所在地  ・登記事項証明書（発行後３か月以内のもの） 

（商業登記の変更を必要とする場合のみ） 

 

役   員 

 

 

就 任 

 

 (1)登記事項証明書（発行後３か月以内のもの） 

 (2)新たに役員となる方の住民票抄本 

（発行後３か月以内のもの） 

(3)誓約書〔様式第２号〕 

 (4)新たに役員となる方の略歴書〔様式第４号〕 

退 任  ・登記事項証明書（発行後３か月以内のもの） 

代表者  ・登記事項証明書（発行後３か月以内のもの） 

 解体工事業者が未成年者の場

合の法定代理人 

 

(1)新たに法定代理人となる方の住民票抄本 

（発行後３か月以内のもの） 

※住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報

の利用を希望されない場合に提出 

 (2)誓約書〔様式第２号〕 

 (3)新たに法定代理人となる方の略歴書〔様式第４号〕 

 技術管理者 (1)新たに選任された技術管理者の住民票抄本 
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  （発行後３か月以内のもの） 

※住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報

の利用を希望されない場合に提出 

 (2)新たに選任された技術管理者が、技術管理者の資格を

有していることを示す書類 

（資格証、実務経験証明書〔様式第３号〕等）※P.5参

照  

・ 当該申請書類の他に確認書類を提出していただく場合があります。 

・ 代理申請の場合は委任状を添付願います。 

 

７ 登録の更新 

登録の有効期間は５年間です。引き続き解体工事業を営む場合には、登録の満了する

30 日前までに、登録更新の申請を行ってください。更新申請は、登録の満了する３か月

前から受付しております。更新手続を行わないまま有効期間を経過した場合、登録は効

力を失います（法第 21 条第２項）。 

更新手続を失念し、登録が失効した場合、更新手続はできません。引き続き解体工事

業を営みたい場合は、登録の新規申請を行ってください。 

なお、更新時の提出書類については、新規申請の場合と同じです。（P.6 参照） 

 

８ 廃業等の届出 

登録期間中、下表のいずれかの事項に該当することになったときは、その日から 30

日以内に解体工事業の廃止の旨を届け出る必要があります（法第 27 条第１項）。様式

は任意ですが、変更届出書〔様式第６号〕の様式を使用してもかまいません。 

なお、廃止の後は解体工事業の営業を行うことはできませんが、廃止前に契約を締結

したものに関してはこの限りではありません（法第 29 条第１項）。 

 

廃 業 等 の 届 出 事 項 届 出 者 

 死亡した場合（個人）  相続人 

 法人が合併して消滅した場合  その法人を代表する役員であったもの 

 法人が破産手続き開始の決定により解散した場

合 

 破産管財人 

 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由

により解散した場合 

 清算人 

 登録を受けていた都道府県内で解体工事業を廃

止した場合 

 解体工事業者であった個人 

 解体工事業者であった法人を代表する役員 

※ 個人事業者が法人化した場合は、個人の廃業届を提出した後、新たに法人として登

録する必要があります。 
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９ 建設業許可を取得した場合 

登録期間中、新たに建設業許可（土木工事業、建築工事業、解体工事業（※）の３種

類のいずれか）を取得したときには、解体工事業の登録は効力を失います（法第 21 条

第５項）。この場合は速やかに、取得した建設業許可番号等を事業管理課までお知らせ

ください。 

 

 

 

 

第２部 記載例と記載要領 

 

記載例 

様式第１号 解体工事業登録申請書   ・・・・・・１１頁 

様式第２号 誓約書   ・・・・・・・・・・・・・１３頁 

様式第３号 実務経験証明書   ・・・・・・・・・１４頁 

様式第４号 登録申請者の調書 

      法人の場合の「法人の役員」・・・・・・１５頁 

      法人の場合の「本人」・・・・・・・・・１６頁 

      個人の場合の「個人」・・・・・・・・・１７頁 

様式第６号 解体工事業登録事項変更届出書 ・・・・１８頁 

様式第７号 解体工事業者登録票（標識） ・・・・・１９頁 

様式第８号 帳簿   ・・・・・・・・・・・・・・２０頁 

 

記載要領：   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１頁 
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記載例 

別記様式第１号（第３条関係）                                           （表面） 

 

 

                   解体工事業登録申請書 

 

証紙はり付け欄 

（消印してはならない。

） 

 

 

 

 

登録の種類   新 規 ・ 更 新 
※登録番号 宮城県知事（登－ ）第   号 

※登録年月日 令 和   年   月   日 

                   この申請書により、解体工事業の登録の申請をします。 

                                          令和３年６月１日 

                                         宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

                                        株式会社 みやぎ解体 

                                 申請者 代表取締役 宮城 太郎 

                    宮城県仙台市青葉区中央１－１－１ 

      宮城県知事 村井 嘉浩 殿    宮城行政書士事務所 

                    行政書士 仙台 次郎         

 

フ リ ガ ナ 

商号、名称又は氏名 

      

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ   ﾐﾔｷﾞｶｲﾀｲ 

株式会社 みやぎ解体 

 

住   所 

 

郵便番号（９８０－８５７０） 

  宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

                  電話番号（０２２）２１１－○○○○ 

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

 

           ﾐﾔｷﾞ         ﾀﾛｳ 

        宮 城  太 郎 

   法人である場合の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び

総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人

であるものに限る。）を含む。）の氏名及び役名等 

フリガナ 

氏  名 

役名等（常勤・非常勤） 

 

   フリガナ 

     氏  名 

役名等（常勤・非常勤） 

 

 ﾐﾔｷﾞ      ﾀﾛｳ 

 宮 城  太 郎 

 

 ﾐﾔｷﾞ    ﾊﾅｺ 

 宮 城   花 子 

 

取締役社長（常勤） 

 

 

取締役専務（常勤） 

ﾐﾔｷﾞ     ｲﾁﾛｳ 

 宮 城  一 郎 

 

 

 

 

取締役常務（常勤） 

 

 

 

 

申請時において既

に受けている登録 
宮城県知事（登－△△）第○○○号（令和△△年××月××日登録） 

該当しない方を 

二重線で消す 

更新の場合は既に受けている登録番号 

を記載する。(新規の場合は記載不要) 

記入しない 

個人の場合は 

記載不要 

・法人の場合は会社名 

・個人の場合は本人の氏名 

（個人で屋号を登録する場合は、屋号＋氏名） 

代理申請の場合、申請者欄に連名の上、委

任事項がわかる書類（委任状等）を提出く

ださい。委任状（原本）の返還を希望する

場合は、委任状（写し）を提出の上、委任

状（原本）を提示願います。なお、代理人

の押印で可とする取扱いは、別記様式第１

号「申請者」欄及び第６号「届出者欄」の

みとします。 

行政書士が作成した

場合、行政書士法施

行規則第９条の規定

に基づき、行政書士

の職印が必要。 
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                                                                     （裏面） 

 

法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名 

 

小 松  太 郎 

大 杉   次 郎 

営業所の名称及び所在地 

フリガナ 

名  称 

所  在  地 

郵便番号（   －   ） 

電話番号（   ）  － 

             ホンシャ 

          本    社 

 

 

          ハチオウジシシャ 

         八 王 子 支 社 

 

 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

  郵便番号（９８０－８５７０） 

  電話（０２２）２１１－○○○○ 

 

  東京都八王子市○○○○ 

  郵便番号（○○○－●●●●） 

  電話番号（○○○）○○○－○○○○ 

 

 

 

 

 

未成年者

である場

合の法定

代理人 

 

 

法定代

理人が

個人で

ある場

合 

  フリガナ 

 氏  名 

 

 

 

  住  所 

 

郵便番号（   －   ） 

 

               電話番号（   ）  － 

 

 

法定代

理人が

法人で

ある場

合 

 

 

フリガナ 

 商号又は名称 

 

 

住  所 

 

郵便番号（   －   ） 

 

               電話番号（   ）  － 

フリガナ 

役員の氏名 

 

役名等（常勤・非常勤） 

  

他の都道府県知事の登録状況 

登  録  番  号 登  録  番  号 

岩手県知事（登－○○）第●●●号 

福島県知事  

 

 

 備 考 

  １ ※印のある欄には、記入しないこと。 

  ２ 「新規・更新」については不要なものを消すこと 

  ３ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に

相当する出資をしている者については、「役名等」の欄には「株主等」と記載する

こととする。 

４ 「営業所の名称及び所在地」の欄には、登録を受けようとする都道府県の営業所だ    

けでなくすべての営業所について記載すること。 

・県内外を問わず解体工事業を営む全て

の営業所について記載する 

・個人で屋号がある場合は記載する 

・フリガナも記載する 

選任した技術管理者をすべて記載する 

申請時点で他の都道府県で登録を受けている場合に記載する。 

申請中の場合は都道府県名のみ記載する。 



 
 

記載例 
別記様式第２号（第４条関係） 
 
 
 

誓   約   書  
 
 
 
 
 

登録申請者及びその役員並びに法定代理人及び法定代理人の役員は、 
 
 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第２４条第１項各号に 
 
 
                     該当しない者であることを誓約します。 
 
 
  
  
 
 
 
                                          令和３年６月１日 
 
 
 
                                                 申請者 株式会社 みやぎ解体 
                             代表取締役 宮城 太郎         
 
 
 
 
 
         宮 城 県 知事 村 井 嘉 浩 殿 
 
 

法人の場合は代表者 

個人の場合は本人（屋号は不可） 
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別記様式第３号（第４条関係） 
実  務  経  験  証  明  書 

下記の者は、解体工事に関し、下記のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。 

令和３年６月１日 

                                               仙台市青葉区○○○ 

証明者  株式会社 仙台建設        

代表取締役 仙台 太郎      

技術管理者の氏名  小松 太郎 生 年 月 日 昭和４４年７月２８日 
使用された期間 

平成 ８年 ４月から 

令和 ２年 ３月まで 使用者の商号又は名称  株式会社 仙台建設 

職名 実 務 経 験 の 内 容 実務経験年数 

工事主任 「阿部邸解体工事」木造建築物の解体         外 ８件 平成２３年４月から平成２４年３月まで 

〃 「有限会社佐藤工業所解体工事」木造建築物の解体   外１２件 平成２４年４月から平成２５年３月まで 

〃 「栗原工場解体工事」鉄筋構造物の解体        外１５件 平成２５年４月から平成２６年３月まで 

工事班長 「伊藤タワー解体工事」鉄骨構造物の解体       外 ６件 平成２６年４月から平成２７年３月まで 

〃 「浅野ホテル解体工事」ＳＲＣ構造物の解体      外 ７件 平成２７年４月から平成２８年３月まで 

〃 「阿部邸解体工事」木造建築物の解体         外２３件 平成２８年４月から平成２９年３月まで 

土木解体課長 「鈴木ビル解体工事」ＳＲＣ構造物の解体       外 ５件 平成２９年４月から平成３０年３月まで 

〃 「菅原工場解体工事」木造建築物の解体        外１５件 平成３０年４月から平成３1 年３月まで 

〃 「佐々木邸解体工事」木造建築物の解体        外 ５件 平成３１年４月から令和 ２年３月まで 

使用者の証明を得 

ることができない 

場合 

 

そ の 理 由 

 合計 満 ９年  月 

証 明 者 と 被 証 

明 者 と の 関 係 
社員 

記載要領 

 １ この証明書は、被証明者１人について、証明者別に作成すること。 

 ２ 「実務経験の内容」の欄には、従事した主な工事名、解体した建築物等の構造等を具体的に記載すること。 

本人が証明する場合には、その理由を記載する 

※別途書類を提出していただく場合がありますので、事前にご相談ください。 

(例)：平成○年○月○日法人解散のため 

   自営業のため（更新申請の場合に限る） 

実際に雇用されていた期間を 

記載する 

実務経験として記載された各期間 

の合計年数を記載する 

※「使用された期間」の合計年数では

ないので注意 

解体工事に関する実務経験について記載する。工事 

が切れ目なく続く場合には、他○件と記載して、１ 

年を１行にまとめて記載する。 

解体工事の実務の経験をし 

た時の使用者の商号又は名 

称を記載する
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記載例  



 
 

記載例（法人の場合の「法人の役員」の記載例） 
 
別記様式第４号（第４条関係） 

法 人 の 役 員 
登録申請者   本         人   の調書 

 法 定 代 理 人 
      法定代理人の役員 

 
 現住所 
 

郵便番号（○○○－●●●●）                        
  宮城県仙台市宮城野区○○ ○○－○○                                                  
                                                   電話番号（０２２）○○○－○○○○ 

  フリガナ 
商号、名称又は氏名 

  ﾐﾔｷﾞ   ｲﾁﾛｳ 
  宮城 一 郎 

 生年月日 昭和５８年 ８月 ３日 

 
賞 
 
罰 
 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

 
 

な   し 
 

 
 

 
 

   上記のとおり相違ありません。 
         令和３年６月１日 
                                                               氏名 宮 城 一 郎   

 備 考 
         法 人 の 役 員 
     １  本         人  については、不要のものを消すこと。 
         法 定 代 理 人 
     法定代理人の役員 
     ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄へ

の記載を要さない。 
３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。 
 
 
 
 
 
 

該当しないものを二重線で消す 
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署名も要しません。 



 
 

記載例（法人の場合の「本人」の記載例）  
 
別記様式第４号（第４条関係） 

法 人 の 役 員 
登録申請者   本         人   の調書 

 法 定 代 理 人 
      法定代理人の役員 

 
 現住所 
 

郵便番号（９８０－８５７０）                        
  宮城県仙台市青葉区本町３－８－１                                                  
                                                   電話番号（０２２）２１１－○○○○ 

  フリガナ 
商号、名称又は氏名 

  ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ﾐﾔｷﾞｶﾀｲ 
  株式会社 みやぎ解体 

生年月日  

 
賞 
 
罰 
 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

 
 

な   し 
 

 
 

 
 

   上記のとおり相違ありません。 
           令和３年６月１日 
                                                                       株式会社 みやぎ解体 
                                                                 氏名 代表取締役 宮城 太郎  
 

備 考 
         法 人 の 役 員 
     １  本         人  については、不要のものを消すこと。 
         法 定 代 理 人 
     法定代理人の役員 
     ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄へ

の記載を要さない。 
３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。 
 
 
 
 
 

該当しないものを二重線で消す 
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記載例（個人の場合の「本人」の記載例） 
別記様式第４号（第４条関係） 

法 人 の 役 員 
登録申請者   本         人   の調書 

 法 定 代 理 人 
      法定代理人の役員 

 
 
 現住所 
 

郵便番号（９８１－○○○○）                        
  宮城県仙台市青葉区●●● △△―△△                                                  
                                                   電話番号（０２２）●●●－○○○○ 

フリガナ 
商号、名称又は氏名 

  ﾐﾔｷﾞ    ｶｽﾞｵ 
 宮城 一 男 

生年月日 昭和５８年 ４月２１日 

 
賞 
 
罰 
 

年 月 日 賞 罰 の 内 容 

 
 

な    し 

 
 

 
 

   上記のとおり相違ありません。 
             令和３年６月１日 
                                                                 氏名 宮 城 一 男   
 

 備 考 
         法 人 の 役 員 
     １  本         人  については、不要のものを消すこと。 
         法 定 代 理 人 
     法定代理人の役員 
     ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄へ

の記載を要さない。 
３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。

該当しないものを二重線で消す 
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記載例 

別記様式第６号（第６条関係） 

解体工事業登録事項変更届出書 

 

                 この届出書により、次のとおり変更の届出をします。 

 

                                                 令和３年１０月２０日 

                                     宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

届出者     株式会社 みやぎ解体 

                                         代表取締役 宮城 太郎   

 

         宮城県知事 村井 嘉浩  殿 

 

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

  ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ﾐﾔｷﾞｶｲﾀｲ 

  株式会社 みやぎ解体 

 

住   所 

 

郵便番号（９８０－８５７０） 

  宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

                    電話番号（０２２）２１１－○○○○   

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

 

              ミヤギ  タロウ 

          宮 城  太 郎 

登録番号 宮城県知事（登－△△）第○○○号 

登録年月日 令 和 △ △ 年 × × 月 × × 日 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

 

 役員の氏名 

（退任と就任） 

  

技術管理者の氏名 

（交代） 

 

営業所の名称 

 

営業所の所在地 

 

 

 

ﾐﾔｷﾞ   ｲﾁﾛｳ 

 宮 城  一 郎  

取締役常務（常勤

） 

  

小 松  太 郎 

 

 

八王子支社 

 

東京都八王子市 

○○○○ 

〒○○○－○○○○ 

TEL (○○)○○○○－

○○○○  

ﾐﾀｶ      ｻﾌﾞﾛｳ 

 三 鷹  三 郎 

 取締役常務（常勤

） 

  

堀 江  武 志 

 

  

東京支店 

 

東京都港区○○ 

○○－○○ 

〒○○○－○○○○ 

TEL (○○)○○○○－

○○○○ 

 

 

令和３年１０月１日 

 

 

令和３年１０月１日 

 

 

令和３年１０月１日 

 

令和３年１０月１日 

 

 

 

 

 

 変更部分が分かるように、 

対比させて記載する 

既に受けている登録番

号を記入する 
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「届出者」欄を記載す

る際は、P.10 の「申請

者」欄を参照のこと 



 
 

記載例 

別記様式第７号（第８条関係）           

 

               解 体 工 事 業 者 登 録 票 

 

商号、名称又は氏名 
株式会社 みやぎ解体 

 

法人である場合の 

代 表 者 の 氏 名  

宮 城 太 郎 

登 録 番 号 宮城県知事（登－△△）第○○○号 

登 録 年 月 日 令 和 ○ ○ 年 × × 月 × × 日 

技術管理者の氏名 小 松 太 郎 

  

備 考 

   技術管理者の氏名は、解体工事現場に掲げる場合にあっては、当該現場に置かれる技術管理者の氏名とする。 

３５ｃｍ 以 上 

２
５
㎝ 

以
上 
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記載例 

別記様式第８号（第９条関係）       
 

注 文者の氏名又は名称  株式会社  東北 宮 城  

注文者の住所  

郵便番号（ ９８ ０ ― ● ● ● ● ）  

  宮城県仙台市 青 葉 区 ○ ○ ○ － ○ － ○  

電 話 番 号 （ ０ ２ ２ ） ○ ○ ○ － ● ● ● ●  

施工場所  宮城県仙台市泉 区 ○ ○ ○ － ○ ○  

着 工年月日及び竣工年月日  
自  令和  ３年   ８ 月   １ 日  

至  令和  ８年   ９ 月  ３ ０ 日  

工事請負金額  ○、○○○、○ ○ ○ 円  

当該工事に係る  

技 術管理者の氏名  
小  松  太  郎  
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記載要領 

 

１ 解体工事業登録申請書［様式第１号］  
（表面） 

① 「登録の種類」の欄は、新規申請か更新申請かを区分するものです。該当しない方を

二重線で消してください。 

② 「登録番号」「登録年月日」欄には何も記載しないでください。 

③ 申請者欄には、個人の場合は申請者本人の氏名を、法人の場合は代表者の氏名      

をそれぞれ記入してください。 

④ 「商号、名称又は氏名」の欄には、法人の場合は法人名を個人の場合は本人の氏名を

記載してください。なお、必ずフリガナを記載してください。 

⑤ 「住所」の欄には、法人の場合は主たる営業所（本社等）を、個人の場合は本人の住

所を記載してください。 

⑥ 「法人である場合のフリガナ代表者の氏名」の欄は、法人の場合に法人の代表者の氏

名とフリガナを記載してください。個人の場合は記載不要です。 

⑦ 「法人である場合の役員の氏名及び役名等」の欄は、法人の場合に、役員（業務を執

行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び総株主の議決権

の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をし

ている者（個人であるものに限る。）を含む。）の氏名及び役名を記載してください。

なお、氏名についてはフリガナを記載してください。個人の場合は記載不要です。 

⑧ 「申請時において既に受けている登録」欄は、更新申請する場合のみ記載が必要です。

新規申請の場合は記載不要です。 

 

 

（裏面） 

⑨ 「法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名」欄は、技術管理者の要件に該当し

た方の氏名を記載してください。 

⑩ 「営業所の名称及び所在地」欄には、全ての営業所の名称、所在地、郵便番号、電話

番号を記載してください。なお、営業所は県内外を問わず記載し、名称にはフリガナ

も記載してください。 

⑪ 「未成年者である場合の法定代理人の氏名及び住所」欄には、申請者が未成年の場合

に、法定代理人の氏名、住所を記載してください。なお、氏名にはフリガナも記載し

てください。 

⑫ 「他の都道府県知事の登録状況」の欄は、登録申請時に他都道府県知事の登録がある

場合に記載してください。登録がない場合は記載不要です。 

 

２ 誓約書［様式第２号］ 

① 誓約書は、登録申請者、その役員及び法定代理人（法人の場合は当該法人及びその役

員）が登録拒否事由に該当していないことを誓約するものです。 
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② 誓約書には、申請書を提出する年月日、申請者（法人の場合は代表者）の氏名を記載

してください。登録の申請者は法人の場合は代表者、個人の場合は本人です。なお、

申請者が未成年者である場合には、法定代理人の方の誓約書も必要です。 

③ 誓約書は、登録を受けようとする都道府県知事あてに提出されるものであるため、宮

城県知事名を記載してください。 

 

３ 実務経験証明書［様式第３号］ 

① 実務経験証明書は、選任した技術管理者が必要な実務経験を有していることを証明す

るものです。なお、実務経験ではない資格（１級土木施工管理技士、１級建築施工管

理技士等）による申請等の場合は必要ありません。別途資格証等が必要になります。 

② 「実務の経験」とは、解体工事に関する技術上の経験を言います。つまり、解体工事

の施工を指揮、監督した経験、実際に解体工事の施工に携わった経験です。解体工事

に関する技術を習得するための見習における技術的経験も含みます。ただし、解体現

場の雑務、事務等については含みません。 

③ 「証明者」の欄は、技術管理者の経験を証明する方の住所・氏名を記載します。原則

として、技術管理者の使用者となります。使用者が証明できない場合は、「使用者の

証明を得ることができない場合」欄に記載の上、実務経験を証明できる方（当時在籍

していた会社の上司等）に証明してもらうこともできます。また場合によっては、申

請者本人が自己証明をすることも可能ですが、別途書類を提出していただく場合がありま

すので、使用人以外の方が証明する場合には、事前にご相談ください。 

④ 「技術管理者の氏名」欄には、証明される技術者名を記載し、当該技術者の生年月日

を「生年月日」欄に記載してください。 

⑤ 「使用者の商号又は名称」欄は、当該技術者が、経験を得たときの使用者の商号又は

名称を記載してください。 

⑥ 実務経験該当時期に、どのような実務経験を行ったのかを「実務経験の内容欄」に記

載し、その年数を「実務経験年数」欄に記載してください。なお、経験期間が重複し

ている場合には、二重計算されません。 

⑦ 「証明者と被証明者との関係」欄については、証明者から見た被証明者との関係を記

載して下さい。（「社員」等） 

⑧ 所定の用紙に記載しきれないときは、適宜用紙を追加して下さい。 

 

４ 登録申請者の調書［様式第４号］  

① 「登録申請者の調書」は、法人で申請する場合は、法人自体の調書と法人の役員全員

の調書が必要です。個人で申請する場合は、本人の調書が必要です。申請者が未成年

者の場合は、法定代理人の調書が必要です。 
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② 「              法 人 の 役 員 

     登録申請者     本      人    の調書    欄は、それぞれ対応する 

                    法 定 代 理 人 

法定代理人の役員           」 

もの以外の３つを二重線で消してください。 

③ 「現住所」「商号、名称又は氏名」「生年月日」欄については、それぞれ調書を記そ

うとする方について記載してください。 

④ 「賞罰」の欄は、解体工事業等に関する行政処分あるいは行政罰、その他の賞罰につ

いて記載します。該当する賞罰がない場合には、「なし」と記載します。 

 

５ 解体工事業登録事項変更届出書［様式第６号］  

① 登録後、登録事項に変更があった場合に提出してください。 

② 「商号、名称又は氏名」「住所」「法人である場合の代表者の氏名」「登録番号」「登

録年月日」の欄については、それぞれ該当する事項を記載してください。 

③ 「変更に係る事項」欄は、変更があった事項について記載してください。 

④ 「変更前」「変更後」欄は、変更部分が分かるように対比させて記載してください。 

⑤ 「変更年月日」欄は、変更があった日を記載して下さい。 

 

６ 解体工事業者登録票（標識）［様式第７号］  

① 登録後は、登録票（標識）を解体工事業者の営業所及び解体工事現場の全てに掲げな

ければなりません。 

② 登録票は、縦２５センチメートル以上、横３５センチメートル以上の大きさが必要で

す。 

③ 「商号、名称又は氏名」「法人である場合の代表者の氏名」「登録番号」「登録年月

日」「技術管理者の氏名」欄は、それぞれ該当する事項を記載してください。 

④ 「技術管理者の氏名」欄は、営業所に登録票を掲げる場合には登録した技術管理者の

うち１名を、解体工事現場に掲げる場合には当該現場を担当する技術管理者を記載し

てください。 

 

７ 帳簿［様式第８号］ 

① 帳簿は、解体工事１件ごとに記載し、整備、保存しておく必要があります。 

② 「注文者の氏名又は名称」「注文者の住所」「施工場所」「着工年月日及び竣工年月

日」「工事請負金額」「当該工事に係る技術管理者の氏名」欄、それぞれに該当する

事項を記載してください。 
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登録申請書提出先（問い合わせ先） 

  〒９８０－８５７０ 

   宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 

   宮城県土木部事業管理課 建設業振興・指導班（県庁８階南側） 

    電 話： ０２２－２１１－３１１６ 

    ＦＡＸ： ０２２－２１１－３２９２ 

       ＵＲＬ： http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/ 

 


